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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第39期中及び第39期の潜在株式調整後１株当たり中間純利益は、期中平均株価が新株引受権の行使価格より低く、１株

当たり中間純利益が希簿化しないため記載しておりません。 

３ 平成17年９月22日付で、株式１株につき２株の株式分割を行っております。 

    ４ 「持分法を適用した場合の投資利益」については、子会社及び関連会社がないため、記載しておりません。 

 

回次 第39期中 第40期中 第41期中 第39期 第40期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（千円） 2,249,200 2,293,383 2,214,148 4,512,819 4,620,629

経常利益（千円） 214,329 301,478 202,627 504,112 631,885

中間（当期）純利益（千円） 115,358 161,501 80,821 279,656 260,202

持分法を適用した場合の投資利益 
（千円） 

－ － － － －

資本金（千円） 1,026,602 1,061,802 1,306,842 1,026,602 1,088,862

発行済株式総数（株） 6,128,507 12,577,014 13,741,014 6,128,507 12,823,014

純資産額（千円） 2,816,932 3,100,898 3,606,025 2,983,330 3,238,923

総資産額（千円） 10,785,795 11,268,853 10,868,319 11,523,554 10,781,190

１株当たり純資産額（円） 460.00 246.75 262.65 487.17 252.80

１株当たり中間（当期）純利益
（円） 

18.83 13.02 6.05 41.26 18.70

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益（円） 

－ 12.89 6.04 － 18.52

１株当たり配当額（円） － － － 15 10

自己資本比率（％） 26.1 27.5 33.2 25.9 30.0

営業活動によるキャッシュ・フロー 
（千円） 

△588,407 595,854 252,999 △249,172 1,075,547

投資活動によるキャッシュ・フロー 
（千円） 

△68,223 △391,779 △703,345 △310,773 △376,038

財務活動によるキャッシュ・フロー 
（千円） 

1,030,514 △565,396 395,379 1,542,309 △1,026,230

現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高（千円） 

1,395,369 1,641,298 1,620,908 2,002,492 1,675,865

従業員数 
（外、平均臨時雇用者数）（名） 

119 
(117) 

113
( 94) 

125
(114) 

114 
(113) 

114
(100）



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1)提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

  

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であります。 

  

  

  平成18年９月30日現在

従業員数（名） 125（114） 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1)業績 

 当中間会計期間におけるわが国経済は、昨年夏場ころにほぼ1年間にわたった踊り場を脱し、企業体質の改善に加え技術革

新、経営革新等により着実な回復軌道に乗っており、個人消費並びに雇用状況に関しては堅調をもたらしています。一方では

原材料の高止まり、日本銀行による金融政策の転換も加わり、なお予断を許さない状況下にあります。供養産業におきまして

は、依然として消費者の購買意欲の低下、それに伴う同業他社との競争激化による顧客単価の下落という厳しい状況下におい

て、引き続き営業効率の見直しを行うとともに、ビジネスモデルの大幅な変更、即ち屋外墓地である霊園事業から、供養を全

てパックした堂内陵墓事業への展開を図るとともに、愛彩花倶楽部会員獲得に積極的に取組み、葬儀見込み顧客の囲い込みを

進めました。 

 一方、今春に横浜市営屋外墓地の予約販売告知があり、これにより関内陵苑購入顧客層に選択肢が広がったことと、11月の

予約結果発表までの購入控えにより、前年同期に比して販売実績に一服感が出て、販売手数料収入が減少いたしました。 

 以上の結果、当中間会計期間業績は、売上高２２億１千４百万円（前年同期比3.4％減）、経常利益２億２百万円（前年同期

比32.7％減）、中間純利益８千万円（前年同期比49.9％減）となりました。 

  

各部門の状況 

＜霊園事業部門＞ 

 従来式の屋外墓地につきましては、引き続き買い控え、及び小規模傾向が続く環境下、新規霊園開発を控えている為、

受注が減少したため、売上高は１５億５百万円（前年同期比6.9％減）となりました。 

  

＜堂内陵墓事業部門＞ 

 堂内陵墓第三号の「関内陵苑（横浜市中区）」は本年４月２８日の完成後も相変わらず顧客からの好反響・支持を受け

てはおりますが、完成後の施設見学会・納骨法要の集中と市営墓地の予約開始の影響もあり、予約販売時の爆発的な販売

実績に比して一服感が出ています。 

 売上高としましては、３億９千５百万円（前年同期比7.6％減）となりました。 

  

＜葬祭事業部門＞ 

 愛彩花倶楽部会員数の増加と関内陵苑の完成もあり、施行件数１８０件（前年同期比17.6％増）と葬儀施行件数も順調

に伸びたことに加え、本年７月にオープンした現代の住環境に適した家具調モダン仏壇仏具専門店の「愛彩花ギャラ

リー」の売上げも貢献し、葬儀の地味化傾向からの施行単価の減少を補い、売上高３億１千４百万円（前年同期比26.3％

増）となりました。 

  

(2)キャッシュ・フローの状況 

 当中間会計期間における当社の現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、主にサン・ライフ社との資本提携に係る投

資有価証券の取得および霊園開発による支出がありました。一方では株式発行ならびに営業収入もありましたが、前事業年度

末に比べ５千４百万円減少し、当中間会計期間末は１６億２千万円となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間における営業活動の結果、得られた資金は２億５千２百万円となりました。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間における投資活動の結果、使用した資金は７億３百万円となりました。 

 これは、主として投資有価証券の取得と霊園開発資金による支出によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間における財務活動の結果、得られた資金は３億９千５百万円となりました。 

 これは、主として株式発行による収入であります。 

 



２【生産、受注及び販売の状況】 

１．生産実績 

 当中間会計期間における生産実績を事業の種類別ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．金額は販売価格により表示しております。 

 

  （千円未満切捨）

事業の種類別の名称 金額 前年同期比（％） 

霊園事業 

霊園別 

横浜聖地霊園 444,225 92.2 

高島平霊園 317,513 105.8 

白岡霊園 152,205 102.1 

取手メモリアルパーク 123,126 98.5 

谷山御所霊園 83,739 88.9 

市川聖地霊園 83,359 64.8 

比叡山延暦寺大霊園 52,569 116.5 

浦和霊園 49,434 52.7 

石浜霊園 43,664 83.1 

千葉ニュータウン 41,832 189.4 

その他 22,752 25.8 

小計 1,414,424 89.5 

堂内陵墓事業 

宗教法人法國寺 関内陵苑 364,082 95.4 

（財）霊園開発協会 かごしま陵苑 31,444 69.7 

宗教法人興安寺 本郷陵苑 234 13.7 

小計 395,761 92.4 

葬祭事業 314,027 126.3 

合計 2,124,213 94.1 



２．受注状況 

 当中間会計期間における受注状況を事業の種類別ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

    （千円未満切捨）

事業の種類別の名称 受注高 前年同期比(％) 受注残高 前年同期比(％)

霊園事業  

霊園別 

横浜聖地霊園 481,489 102.7 206,407 132.8

高島平霊園 315,786 110.9 97,930 100.8

白岡霊園 119,610 95.7 25,538 96.8

取手メモリアルパーク 120,938 91.4 25,437 72.0

谷山御所霊園 79,153 76.0 124,549 83.9

市川聖地霊園 106,030 69.3 27,948 49.4

比叡山延暦寺大霊園 51,529 153.6 75,337 92.9

浦和霊園 52,155 55.5 17,084 67.8

石浜霊園 45,503 119.2 8,567 －

千葉ニュータウン 40,232 155.5 6,250 87.1

その他 97,098 108.9 58,285 91.8

小計 1,509,528 97.5 673,336 96.7

堂内陵墓事業  

宗教法人法國寺 関内陵苑 294,265 70.5 17,870 31.5

（財）霊園開発協会 かごしま陵
苑 

31,624 69.0 830 79.8

宗教法人興安寺 本郷陵苑 185 14.3 1,216 75.7

小計 326,076 70.2 19,916 33.6

葬祭事業 314,027 126.3 － －

合計 2,149,631 95.0 693,252 91.8



３．販売実績 

 当中間会計期間における販売実績を事業の種類別ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記金額には消費税は含まれておりません。 

  

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、当社が対処すべき課題については、重要な変更はありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５【研究開発活動】 

 当中間会計期間において、研究開発活動については、重要な変更はありません。 

  

  

    （千円未満切捨）

事業の種類別の名称 金額 前年同期比（％） 

霊園事業 

霊園別 

横浜聖地霊園 465,204 92.9 

高島平霊園 332,628 109.6 

白岡霊園 121,244 94.6 

取手メモリアルパーク 122,353 92.9 

谷山御所霊園 90,841 89.5 

市川聖地霊園 93,204 70.6 

比叡山延暦寺大霊園 50,110 102.8 

浦和霊園 48,315 49.7 

石浜霊園 42,804 79.0 

千葉ニュータウン 41,107 158.1 

その他 97,299 103.5 

小計 1,505,112 93.0 

堂内陵墓事業 

宗教法人法國寺 関内陵苑 363,378 95.3 

（財）霊園開発協会 かごしま陵苑 31,444 69.7 

宗教法人興安寺 本郷陵苑 185 11.0 

小計 395,008 92.3 

葬祭事業 314,027 126.3 

合計 2,214,148 96.5 



第３【設備の状況】 
  

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、新たに確定した設備の新設、除却等の計画はありません。 

  

  



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 48,000,000 

計 48,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年12月26日） 

上場証券取引所名又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 13,741,014 13,741,014
株式会社ジャスダック証
券取引所 

－ 

計 13,741,014 13,741,014 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 平成16年6月24日定時株主総会決議にて旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権（ストック

オプション）は、平成18年8月31日をもって行使期間満了に伴い失効いたしました。従いまして、当中間会計期間末における

新株予約権に関する該当事項はございません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（注）1.平成18年6月16日を払込期日とする株式会社サン・ライフを割当先とした第三者割当増資（発行価格480円、資本組入額240

円）により、発行済株式数が900,000株、資本金及び資本準備金がそれぞれ216,000千円増加しております。 

  2.新株予約権の行使による増加であります。 

  

(4）【大株主の状況】 

  

 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年6月16日 
（注1） 

900,000 13,723,014 216,000 1,304,862 216,000 956,102

平成18年4月1日～ 
平成18年8月31日 
（注2） 

18,000 13,741,014 1,980 1,306,842 1,980 958,082

    平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社エムエスシー 東京都杉並区上井草１－33－５ 1,651 12.01 

株式会社サン・ライフ 神奈川県平塚市馬入本町13－11 900 6.54 

バンクオブニューヨークジー
シーエムクライアントアカウ
ンツイーアイエスジー  
常任代理人株式会社東京三菱
UFJ銀行 

東京都千代田区丸の内２－7－1
カストディ業務部 

692 5.03 

佐藤 兼義 静岡県湖西市 622 4.52 

寺村 久義 東京都練馬区 525 3.82 

佐藤 創也 静岡県湖西市 473 3.44 

大場 俊賢 東京都中野区 441 3.20 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－6－6 400 2.91 

ゴールドマンサックスインタ
ーナショナル 常任代理人ゴ
ールドマン・サックス証券会
社東京支店 

東京都港区六本木６－10－1
六本木ヒルズ森タワー 

384 2.79 

江川 正男 東京都西東京市 332 2.41 

計 － 6,421 46.73 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が12,000株含まれております。なお「議決権の

数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数12個が含まれておりません。 

  

②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） ジャスダック証券取引所における株価を記載しております。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。 

  

 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   11,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 13,711,000 13,699 － 

単元未満株式 普通株式   19,014 －
１単元(1,000株)未満 

の株式 

発行済株式総数 13,741,014 － － 

総株主の議決権 － 13,699 － 

    平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

㈱ニチリョク 
東京都杉並区上井
草一丁目33番５号 

11,000 － 11,000 0.08 

計 － 11,000 － 11,000 0.08 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 549 536 500 470 433 408 

最低（円） 502 485 436 375 381 375 



第５【経理の状況】 
  

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中間

財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間会

計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務

諸表については、中央青山監査法人の中間監査を受け、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間

財務諸表についは、みすず監査法人の中間監査を受けております。 

 なお、中央青山監査法人は、平成18年９月1日付をもって名称をみすず監査法人に変更しております。 

  

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  

 

    
前中間会計期間末 
平成17年９月30日 

当中間会計期間末
平成18年９月30日 

前事業年度要約貸借対照表 
平成18年３月31日 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１ 現金及び預金 ※２ 2,360,662  2,206,067 2,304,014  

２ 完成工事未収入金   468,492  311,729 444,980  

３ たな卸資産   4,290,402  3,569,807 3,962,052  

４ 前渡金   55,294  6,961 12,321  

５ 繰延税金資産   33,640  17,951 42,544  

６ その他   169,542  194,006 183,841  

貸倒引当金   △979  △635 △656  

流動資産合計    7,377,054 65.5 6,305,887 58.0  6,949,098 64.5

Ⅱ 固定資産       

１ 有形固定資産 ※１     

(1）建物 ※２ 281,453  310,025 271,077  

(2）土地 ※２ 1,012,517  1,012,517 1,012,517  

(3）その他   57,075  57,979 48,775  

計   1,351,045  1,380,522 1,332,371  

２ 無形固定資産   393,541  402,104 397,573  

３ 投資その他の資産       

(1）投資有価証券   －  486,836 －  

(2）出資金   6,130  － 6,130  

(3）差入保証金   164,529  116,374 164,014  

(4）霊園開発協力金   1,142,534  1,433,327 1,191,999  

(5）繰延税金資産   113,823  194,414 199,589  

(6）その他   782,331  796,254 790,022  

貸倒引当金   △62,137  △247,402 △249,609  

計   2,147,211  2,779,804 2,102,146  

固定資産合計    3,891,798 34.5 4,562,431 42.0  3,832,091 35.5

資産合計    11,268,853 100.0 10,868,319 100.0  10,781,190 100.0

        



  
 

    
前中間会計期間末 
平成17年９月30日 

当中間会計期間末
平成18年９月30日 

前事業年度要約貸借対照表 
平成18年３月31日 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１ 買掛金   57,733  46,483 57,743  

２ 短期借入金 ※２ 2,502,331  2,331,908 2,373,307  

３ 未払法人税等   148,647  53,476 201,779  

４ 未成工事受入金   647,467  569,257 671,921  

５ 賞与引当金   27,000  9,915 40,000  

６ その他 ※４ 719,255  670,710 598,286  

流動負債合計    4,102,435 36.4 3,681,751 33.9  3,943,037 36.6

Ⅱ 固定負債       

１ 長期借入金 ※２ 2,650,214  2,596,643 2,364,657  

２ 社債   1,160,000  780,000 980,000  

３ 退職給付引当金   126,576  141,255 134,740  

４ その他   128,728  62,644 119,830  

固定負債合計    4,065,520 36.1 3,580,543 32.9  3,599,229 33.4

負債合計    8,167,955 72.5 7,262,294 66.8  7,542,267 70.0

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    1,061,802 9.4 － －  1,088,862 10.1

Ⅱ 資本剰余金       

１ 資本準備金   713,042  
－
  

740,102  

資本剰余金合計    713,042 6.3 － －  740,102 6.8

Ⅲ 利益剰余金       

１ 利益準備金   96,139  － 96,139  

２ 任意積立金   862,057  － 862,057  

３ 中間（当期）未処
分利益 

  355,070  － 453,771  

利益剰余金合計    1,313,267 11.7 － －  1,411,968 13.1

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   14,571 0.1 － －  - -

Ⅴ 自己株式    △1,785 △0.0 － －  △2,009 △0.0

資本合計    3,100,898 27.5 － －  3,238,923 30.0

負債・資本合計    11,268,853 100.0 － －  10,781,190 100.0

        



  

  

    
前中間会計期間末 
（平成17年9月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年9月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）       

Ⅰ 株主資本       

１ 資本金    － － 1,306,842 12.0  － －

２ 資本剰余金       

(1）資本準備金   －  958,082 －  

資本剰余金合計    － － 958,082 8.8  － －

３ 利益剰余金       

(1）利益準備金   －  96,139 －  

(2)その他利益剰余
金 

      

特別償却準備金   －  1,371 －  

別途積立金   －  960,000 －  

繰越利益剰余金   －  281,155 －  

利益剰余金合計    － － 1,338,666 12.3  － －

４ 自己株式    － － △2,327 △0.0  － －

株主資本合計    － － 3,601,263 33.1  － －

Ⅱ 評価・換算差額等       

１ その他有価証券評
価差額金 

   － － 9,784 0.1  － －

２ 繰延ヘッジ損益    － － △5,023 △0.0  － －

評価・換算差額等合
計 

   － － 4,761 0.0  － －

純資産合計    － － 3,606,025 33.2  － －

負債純資産合計    － － 10,868,319 100.0  － －

        



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前事業年度要約損益計算書 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    2,293,383 100.0 2,214,148 100.0  4,620,629 100.0

Ⅱ 売上原価    883,669 38.5 910,664 41.1  1,800,144 39.0

売上総利益    1,409,713 61.5 1,303,483 58.8  2,820,485 61.0

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

   1,024,268 44.7 1,056,986 47.7  2,035,685 44.0

営業利益    385,445 16.8 246,497 11.1  784,800 17.0

Ⅳ 営業外収益 ※１  12,524 0.5 31,002 1.4  19,677 0.4

Ⅴ 営業外費用 ※２  96,491 4.2 74,873 3.3  172,593 3.7

経常利益    301,478 13.1 202,627 9.1  631,885 13.7

Ⅵ 特別利益 ※３  － － 20,000 0.9  33,936 0.7

Ⅶ 特別損失 ※4・5  15,429 0.7 73,581 3.3  201,761 4.4

税引前中間（当
期）純利益 

   286,049 12.4 149,045 6.7  464,059 10.0

法人税、住民税及
び事業税 

  139,120  41,723 303,098  

法人税等調整額   △14,571 124,548 5.4 26,500 68,223 3.0 △99,240 203,857 4.4

中間（当期）純利
益 

   161,501 7.0 80,821 3.6  260,202 5.6

前期繰越利益    193,569 －  193,569 

中間（当期）未処
分利益 

   355,070 －  453,771 

              



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年4月1日 至平成18年9月30日） 

  

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
利益準備
金 

その他利益剰余金
利益剰余
金合計 特別償却

準備金 
別途積立
金 

繰越利益
剰余金 

平成18年3月31日 残高 
（千円） 

1,088,862 740,102 96,139 2,057 860,000 453,771 1,411,968 △2,009 3,238,923

中間会計期間中の変動額   

新株の発行 217,980 217,980  435,960

剰余金の配当（注）  △128,123 △128,123  △128,123

中間純利益  80,821 80,821  80,821

自己株式の取得  △317 △317

特別償却準備金の取り崩し
（注） 

 △685 685 －  －

別途積立金の積立（注）  100,000 △100,000 －  －

役員賞与（注）  △26,000 △26,000  △26,000

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純
額） 

  

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

217,980 217,980 － △685 100,000 △172,615 △73,301 △317 362,340

平成18年9月30日 残高 
（千円） 

1,306,842 958,082 96,139 1,371 960,000 281,155 1,338,666 △2,327 3,601,263

  

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ損益
評価・換算差額
等合計 

平成18年3月31日 残高 
（千円） 

－ － － 3,238,923

中間会計期間中の変動額  

新株の発行  435,960

剰余金の配当（注）  △128,123

中間純利益  80,821

自己株式の取得  △317

特別償却準備金の取り崩し 
（注） 

 －

別途積立金の積立（注）  －

役員賞与（注）  △26,000

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純
額） 

9,784 △5,023 4,761 4,761

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

9,784 △5,023 4,761 367,101

平成18年9月30日 残高 
（千円） 

9,784 △5,023 4,761 3,606,025



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

 

    

前中間会計期間
  

自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間会計期間
  

自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前事業年度要約キャッシ
ュ・フロー計算書 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

営業収入   2,419,531 2,302,167 4,617,456 

原材料又は商品の仕
入による支出 

  △470,956 △446,655 △952,391 

人件費支出   △545,979 △606,521 △1,036,425 

その他の営業支出   △577,041 △742,850 △1,143,787 

小計   825,553 506,140 1,484,851 

利息及び配当金の受
取額 

  1,967 1,216 2,329 

利息の支払額   △74,442 △60,000 △136,832 

法人税等の支払額   △157,223 △194,356 △274,799 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  595,854 252,999 1,075,547 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

定期預金の預入によ
る支出 

  △58,273 △27,000 △60,059 

定期預金の解約によ
る収入 

  － 50,000 69,000 

有形固定資産の取得
による支出 

  △16,489 △66,914 △17,745 

有形固定資産の売却
による収入 

  5,000 － 5,000 

無形固定資産の取得
による支出 

  △329,904 △11,000 △334,901 

投資有価証券の取得
による支出 

  － △440,340 － 

投資有価証券の売却
による収入 

  10,000 － 48,760 

貸付による支出   △2,183 △6,860 △3,713 

貸付の回収による収
入 

  30,180 572 30,290 

霊園開発協力金の支
出 

  △22,818 △255,280 △72,201 

霊園開発協力金の回
収による収入 

  15,500 13,952 15,500 



  

  

  次へ 

    

前中間会計期間
  

自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間会計期間
  

自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前事業年度要約キャッシ
ュ・フロー計算書 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

差入保証金の支出   △169 △1,114 △178 

差入保証金の返還に
よる収入 

  1,549 50,073 2,003 

その他   △24,170 △9,434 △57,792 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △391,779 △703,345 △376,038 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

短期借入れによる収
入 

  650,000 600,000 1,350,000 

短期借入金の返済に
よる支出 

  △693,800 △668,466 △1,436,064 

長期借入れによる収
入 

  350,000 1,200,000 900,000 

長期借入金の返済に
よる支出 

  △1,072,792 △940,946 △1,995,110 

社債発行による収入   292,950 － 292,950 

社債償還による支出   △70,000 △100,000 △170,000 

株式の発行による収
入 

  70,400 433,048 124,520 

自己株式の取得によ
る支出 

  △261 △317 △485 

配当金の支払額   △91,892 △127,938 △92,041 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △565,396 395,379 △1,026,230 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  127 9 94 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増加額（△減少額） 

  △361,193 △54,956 △326,627 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  2,002,492 1,675,865 2,002,492 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  1,641,298 1,620,908 1,675,865 

    



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 

項目 
前中間会計期間 

自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

１ 資産の評価基準及び評価

方法 

(1)たな卸資産 (1)たな卸資産 (1)たな卸資産 

永代使用権：個別原価法 同左 同左 

  原材料：総平均法による原価

法 

同左 同左 

  未成工事支出金：個別原価法 同左 同左 

  貯蔵品：最終仕入原価法によ

る原価法 

同左 同左 

  (2)有価証券 (2)有価証券 (2)有価証券 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

   中間会計期間末日の市場価

格等に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

 中間会計期間末日の市場価

格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

 期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定） 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

   移動平均法による原価法 同左 同左 

  (3)デリバティブ (3)デリバティブ (3)デリバティブ 

  時価法 同左 同左 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

(1)有形固定資産 (1)有形固定資産 (1)有形固定資産 

定率法 同左 同左 

   ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備を除く）については、定額法

を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

    

  建物      22～50年     

  (2)無形固定資産 (2)無形固定資産 (2)無形固定資産 

   定額法。なお、ソフトウェア

（自社利用）については、社内

における見込利用可能期間（５

年）に基づいております。 

同左 同左 

３ 引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金 

   債権の貸倒れに備えるため、

一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

同左 同左 

  (2)賞与引当金 (2)賞与引当金 (2)賞与引当金 

   従業員の賞与の支払に備え

て、賞与支給見込額の当中間会

計期間負担額を計上しておりま

す。 

同左  従業員の賞与の支払に備える

ため、支払見込額により計上し

ております。 



  

 

項目 
前中間会計期間 

自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

  (3)退職給付引当金 (3)退職給付引当金 (3)退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当中間会計期間末における

退職給付債務の見込み額（簡便

法）に基づき、当中間会計期間

末において発生していると認め

られる額を計上しております。 

同左  従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務の見込み額（簡便法）に基づ

き、計上しております。 

４ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

同左  外貨建金銭債務は、期末日の直

物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理してお

ります。 

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６ ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理によっており

ます。 

同左 同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段…金利スワップ 同左 同左 

  ヘッジ対象…借入金     

  (3）ヘッジ方針 (3)ヘッジ方針 (3)ヘッジ方針 

   当社内規に基づき、金利変動

リスクをヘッジしております。 

同左 同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4)ヘッジ有効性評価の方法 (4)ヘッジ有効性評価の方法 

   ヘッジ開始時から有効性判定

時点までの期間において、ヘッ

ジ対象とヘッジ手段の相場変動

の累計を比較し、両者の変動額

等を基礎にして判断しておりま

す。 

同左 同左 

７ 中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ価額の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 同左 

８ その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理について 消費税等の会計処理について (1)消費税等の会計処理について 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっておりま

す。 

同左 同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 

前中間会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

  

────── 

────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月9日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月9日）を

適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は3,611,048千円でありま

す。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10

月31日）を適用しております。これ

による損益に与える影響はありませ

ん。 

  

────── 



（表示方法の変更） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

（中間キャッシュ・フロー計算書）     

 前中間期まで投資活動によるキャ

ッシュ・フローの「その他」に含め

ておりました「無形固定資産の取得

による支出」は、当中間期において

区分掲記しました。 

 尚、前中間期の「無形固定資産の

取得による支出」は11,405千円で

す。 

──────   

────── （中間貸借対照表） 

１．前中間期まで投資その他の資産

の「その他」に含めておりまし

た「投資有価証券」は、当中間

期において区分掲記しました。 

 尚、前中間期の「投資有価証

券」は59,393千円です。 

  

  ２．前中間期まで区分掲記していた

投資その他の資産の「出資金」

は、当中間期において「その

他」に含めて表記することとし

ました。 

 尚、当中間期の「出資金」

は、6,130千円です。 

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  
 

前中間会計期間末 
平成17年９月30日 

当中間会計期間末
平成18年９月30日 

前事業年度末 
平成18年３月31日 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

453,179千円 494,961千円 471,201千円 

※２ 担保提供資産と対応債務 ※２ 担保提供資産と対応債務 ※２ 担保提供資産と対応債務 

担保提供資産 担保提供資産 担保提供資産 
  

現金及び預金 665,238千円

建物 102,422千円

土地 651,175千円

計 1,418,836千円

  
現金及び預金 615,307千円

建物 96,940千円

土地 651,175千円

計 1,363,423千円

現金及び預金 615,295千円

建物 99,597千円

土地 651,175千円

計 1,366,068千円

対応債務 対応債務 対応債務 

短期借入金 414,307千円

長期借入金 620,604千円

計 1,034,912千円

短期借入金 720,575千円

長期借入金 1,286,077千円

計 2,006,652千円

短期借入金 643,477千円

長期借入金 1,254,539千円

計 1,898,016千円



  

  

  次へ 

前中間会計期間末 
平成17年９月30日 

当中間会計期間末
平成18年９月30日 

前事業年度末 
平成18年３月31日 

３ 保証債務 ３ 保証債務 ３ 保証債務 
  

被保証者 （保証債務
の内容） 

 金額 

財団法人 霊園開発
協会（ローン保証に
対する追保証） 

 340千円

財団法人 霊園開発
協会（三菱商事㈱か
らの借入金に対する
保証） 

 145,585千円

財団法人 霊園開発
協会（エヌ・ティ・
ティ・リース㈱から
の借入金に対する保
証） 

 107,394千円

当社従業員（銀行借
入金に対する保証） 

 971千円

宗教法人雲泉寺（オ
リックス㈱からの借
入金に対する保証） 

 97,769千円

宗教法人雲泉寺（東
芝ファイナンス㈱か
らの借入金に対する
保証） 

 26,071千円

宗教法人雲泉寺（サ
ンテレホン㈱からの
借入金に対する保
証） 

 32,589千円

宗教法人雲泉寺（リ
コーリース㈱からの
借入金に対する保
証） 

 130,359千円

宗教法人法國寺（三
菱商事㈱からの割賦
債務に対する保証） 

 2,199,960千円

宗教法人法國寺（㈱
東京スター銀行から
の借入金に対する保
証） 

 281,940千円

宗教法人法國寺（ダ
イヤモンドリース㈱
からの借入金に対す
る保証） 

 169,164千円

宗教法人法國寺（エ
ヌ・ティ・ティ・リ
ース㈱からの借入金
に対する保証） 

 112,776千円

宗教法人法國寺（三
菱電機クレジット㈱
からの借入金に対す
る保証） 

 56,388千円

計  3,361,311千円

  

被保証者 （保証債務
の内容）

 金額 

財団法人 霊園開発
協会（ローン保証に
対する追保証） 

 49千円

財団法人 霊園開発
協会（三菱商事㈱か
らの借入金に対する
保証） 

 111,988千円

財団法人 霊園開発
協会（エヌ・ティ・
ティ・リース㈱から
の借入金に対する保
証） 

 82,611千円

当社従業員（銀行借
入金に対する保証）

 251千円

宗教法人雲泉寺（オ
リックス㈱からの借
入金に対する保証）

 63,262千円

宗教法人雲泉寺（東
芝ファイナンス㈱か
らの借入金に対する
保証） 

 16,869千円

宗教法人雲泉寺（サ
ンテレホン㈱からの
借入金に対する保
証） 

 21,087千円

宗教法人雲泉寺（リ
コーリース㈱からの
借入金に対する保
証） 

 84,350千円

宗教法人法國寺（三
菱商事㈱からの割賦
債務に対する保証）

 1,765,400千円

宗教法人法國寺（㈱
東京スター銀行から
の借入金に対する保
証） 

 226,248千円

宗教法人法國寺（ダ
イヤモンドリース㈱
からの借入金に対す
る保証） 

 135,749千円

宗教法人法國寺（エ
ヌ・ティ・ティ・リ
ース㈱からの借入金
に対する保証） 

 90,499千円

宗教法人法國寺（三
菱電機クレジット㈱
からの借入金に対す
る保証） 

 45,249千円

計  2,643,618千円

被保証者（保証債務
の内容） 

 金額 

財団法人 霊園開発
協会（ローン保証に
対する追保証） 

 220千円

財団法人 霊園開発
協会（三菱商事㈱か
らの借入金に対する
保証） 

 128,787千円

財団法人 霊園開発
協会（エヌ・ティ・
ティ・リース㈱から
の借入金に対する保
証） 

 95,002千円

当社従業員（銀行借
入金に対する保証） 

 612千円

宗教法人雲泉寺（オ
リックス㈱からの借
入金に対する保証） 

 80,515千円

宗教法人雲泉寺（東
芝ファイナンス㈱か
らの借入金に対する
保証） 

 21,470千円

宗教法人雲泉寺（サ
ンテレホン㈱からの
借入金に対する保
証） 

 26,838千円

宗教法人雲泉寺（リ
コーリース㈱からの
借入金に対する保
証） 

 107,354千円

宗教法人法國寺（三
菱商事㈱からの割賦
債務に対する保証） 

 2,037,000千円

宗教法人法國寺（㈱
東京スター銀行から
の借入金に対する保
証） 

 261,056千円

宗教法人法國寺（ダ
イヤモンドリース㈱
からの借入金に対す
る保証） 

 156,633千円

宗教法人法國寺（エ
ヌ・ティ・ティ・リ
ース㈱からの借入金
に対する保証） 

 104,422千円

宗教法人法國寺（三
菱電機クレジット㈱
からの借入金に対す
る保証） 

 52,211千円

計  3,072,126千円

※４ 消費税等の取扱い ※４ 消費税等の取扱い     ───── 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、流動負債の「その他」に含めて

表示しております。 

同左   



（中間損益計算書関係） 

  

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

1.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注１）普通株式の発行済株式総数の増加918千株は、第三者割当による新株の発行による増加900千株、新株予約権の行使による新

株の発行による増加18千株であります。 

（注２）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

2.新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  平成16年6月24日定時株主総会決議に基づく新株予約権の前事業年度末残34,000株（新株予約権の目的となる株式：普通株式）

は、当中間会計期間において18,000株が行使によって減少し、残数の16,000株は平成18年8月31日をもって行使期間満了に伴い失

効いたしました。従いまして、当中間会計期間末における新株予約権の残高はありません。 

 

前中間会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 
  

受取利息 650千円

為替差益 546千円

   

  
受取利息 613千円

    

   

受取利息 1,087千円

   

   

※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 
  

支払利息 68,320千円
  

支払利息 55,287千円 支払利息 126,994千円

※３ 特別利益の主要項目 ※３ 特別利益の主要項目 ※３ 特別利益の主要項目 
  

  
    ――――― 

  
和解合意に伴う債務

減少額 20,000千円
  

投資有価証券売却益 33,936千円

※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 
  

  
固定資産除売却損 15,429千円

    
役員退職慰労金 50,000千円

契約解除に伴う棚卸

資産処分損 23,581千円
  

固定資産除売却損 15,536千円

貸倒引当金繰入額 186,225千円

※５ 固定資産除売却損の内容は、次のと

おりであります。 

※５ 固定資産除売却損の内容は、次のと

おりであります。 

※５ 固定資産除売却損の内容は、次のと

おりであります。 
  

  

土地 7,931千円

車両運搬具 630千円

ソフトウェア 6,867千円

  

  

   

    ――――― 

   

土地 7,931千円

車両運搬具 630千円

ソフトウェア 6,867千円

構築物 61千円

工具・器具及び備品 46千円

６ 減価償却実施額 ６ 減価償却実施額 ６ 減価償却実施額 
  

有形固定資産 17,501千円

無形固定資産 1,653千円

  
有形固定資産 23,760千円

無形固定資産 1,326千円

有形固定資産 37,324千円

無形固定資産 2,618千円

  前事業年度末株式数

（千株） 

当中間会計期間増加

株式数（千株） 

当中間会計期間減少

株式数（千株） 

当中間会計期間末株

式数（千株） 

発行済株式数     

普通株式（注１） 12,823 918 － 13,741 

合計 12,823 918 － 13,741 

自己株式     

普通株式（注２） 10 0 － 11 

合計 10 0 － 11 



3.配当に関する事項 

配当金支払額 

  

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

  

  

（決議） 

株式の種類 配当金の総額

（千円） 

1株当たり配当額

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年6月22日

定時株主総会 

普通株式 128,123 

 

10 平成18年3月31日 平成18年6月22日 

前中間会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

貸借対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

貸借対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 

平成17年９月30日現在 平成18年９月30日現在 平成18年３月31日現在 
  
現金及び預金勘定 2,360,662千円

預入期間が３ヶ月を超
える定期預金等 

△719,363千円

現金及び現金同等物 1,641,298千円

  
現金及び預金勘定 2,206,067千円

預入期間が３ヶ月を超
える定期預金等 

△585,159千円

現金及び現金同等物 1,620,908千円

現金及び預金勘定 2,304,014千円

預入期間が３ヶ月を超
える定期預金等 

△628,149千円

現金及び現金同等物 1,675,865千円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

    
車輌及び
運搬具 

  
工具・器
具及び備
品 

  
ソフトウ
ェア 

  合計 

    千円  千円  千円  千円

取得価額相
当額 

  30,104  172,368  11,856  214,329

減価償却累
計額相当額 

  8,338  115,859  11,263  135,462

中間期末残
高相当額 

  21,765  56,508  592  78,867

    

    
車輌及び
運搬具 

 
工具・器
具及び備
品 

  合計 

    千円 千円  千円

取得価額相
当額 

  38,520 52,546  91,067

減価償却累
計額相当額 

  15,480 41,132  56,613

中間残高相
当額 

  23,040 11,413  34,454

   
車輌及び
運搬具 

  
工具・器
具及び備
品 

    合計 

   千円  千円    千円

取得価額相
当額 

 38,520  57,005    95,526

減価償却累
計額相当額 

 11,558  39,841    51,400

期末残高相
当額 

 26,962  17,163    44,126

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 
  

１年以内 37,198千円

１年超 43,985千円

合計 81,184千円

  
１年以内 15,880千円

１年超 19,472千円

合計 35,352千円

１年以内 18,413千円

１年超 26,703千円

合計 45,117千円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 
  

支払リース料 31,253千円

減価償却費相当額 29,444千円

支払利息相当額 1,136千円

  
支払リース料 10,256千円

減価償却費相当額 9,671千円

支払利息相当額 491千円

支払リース料 34,065千円

減価償却費相当額 32,113千円

支払利息相当額 1,207千円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 ・減価償却費相当額の算定方法 ・減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっており

ます。 

同左 同左 

・利息相当額の算定方法 ・利息相当額の算定方法 ・利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

同左 

  

同左 

  



（有価証券関係） 

（前中間会計期間）（平成17年９月30日現在） 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

（当中間会計期間）（平成18年９月30日現在） 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

（前事業年度）（平成18年３月31日現在） 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

株式 14,820 39,393 24,573 

債券 － － － 

その他 － － － 

合計 14,820 39,393 24,573 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 
店頭売買株式を除く非上場株式 

20,000 

  取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

株式 450,336 466,836 16,500 

債券 － － － 

その他 － － － 

合計 450,336 466,836 16,500 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 
非上場株式 

20,000 

  取得原価（千円）
貸借対照表計上額
（千円） 

差額（千円） 

株式 9,996 9,996 － 

債券 － － － 

その他 － － － 

合計 9,996 9,996 － 

  貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 
店頭売買株式を除く非上場株式 

20,000 



（デリバティブ取引関係） 

（前中間会計期間）（平成17年９月30日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

金利関連 

 （注）１．時価の算定方法 

      金融機関からの提示された価格によっております。  

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

（当中間会計期間）（平成18年９月30日現在） 

     ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は記載の対象から除いているため、該当事項はありません。 

  

（前事業年度）（平成18年３月31日現在） 

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は記載の対象から除いているため、該当事項はありません。 

  

  

  次へ 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円）

金利 スワップ取引 

  受取変動・ 

  支払固定 32,500 △35 △35 



（持分法損益等） 

（前中間会計期間） 

 該当事項はありません。 

  

（当中間会計期間） 

 該当事項はありません。 

  

（前事業年度） 

 該当事項はありません。 

  

 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のと

おりであります。 

 

前中間会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

  
１株当たり純資産額 

246.75円

１株当たり中間純利益金額 

13.02円

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額 

12.89円

 
１株当たり純資産額 

262.65円

１株当たり中間純利益金額 

6.05円

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額 

6.04円

  

１株当たり純資産額 

252.80円

１株当たり当期純利益 

18.70円

潜在株式調整後１株当たり    

当期純利益 

18.52円

      

 当社は、平成17年９月22日付で株

式１株につき２株の株式分割を行っ

ております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の１株当たり

情報については、それぞれ以下のと

おりとなります。  

前中間会計期間 前事業年度 

1株当たり純

資産額 

1株当たり純

資産額 

230.00円 243.59円

1株当たり中

間純利益金額 

1株当たり当

期純利益金額 

9.41円 20.63円

 
 当社は、平成17年９月22日付で株

式１株につき２株の株式分割を行っ

ております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の１株当たり

情報については、それぞれ以下のと

おりとなります。  

前事業年度 

1株当たり純

資産額 

243.59円

1株当たり当

期純利益金額 

20.63円

  
前中間会計期間

自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（千円） 161,501 80,821 260,202 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 26,000 

（うち利益処分による役員賞与金） （－） （－） （26,000） 

普通株式に係る中間（当期）純利益 
（千円） 

161,501 80,821 234,202 

期中平均株式数（千株） 12,403 13,341 12,522 

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益金額 

   

中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

普通株式増加数（千株） 126 21 127 

（うち新株予約権） （126） （21）      (127) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり中間（当期）純利益
の算定に含めなかった潜在株式の概要 

────── ────── ────── 



（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  

  



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  



第６【提出会社の参考情報】 
  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第40期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年6月23日関東財務局長に提出。 

  

(2)有価証券報告書の訂正報告書 

 事業年度（第40期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年7月7日関東財務局長に提出。 

  

(3)有価証券届出書及びその添付書類 

   第三者割当増資 平成18年5月30日関東財務局長に提出。 

  

(4)自己株券買付状況報告書 

   報告期間（自 平成18年3月1日  至 平成18年3月31日） 平成18年4月5日  関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成18年4月1日  至 平成18年4月30日） 平成18年5月9日  関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成18年5月1日  至 平成18年5月31日） 平成18年6月6日  関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成18年7月1日  至 平成18年7月31日） 平成18年8月3日  関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成18年8月1日  至 平成18年8月31日） 平成18年9月6日  関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成18年9月1日  至 平成18年9月30日） 平成18年10月4日  関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成18年10月1日 至 平成18年10月31日） 平成18年11月2日  関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成18年11月1日 至 平成18年11月30日） 平成18年12月5日  関東財務局長に提出。 

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  

  



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２１日

株式会社 ニチリョク 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ニチリョク

の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第４０期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月

３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監

査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社ニチリョクの平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７

年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 熊 坂 博 幸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 藤 原 道 夫 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月２０日

株式会社 ニチリョク 

取 締 役 会 御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ニチリョク

の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第４１期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月

３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・

フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社ニチリョクの平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８

年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 熊 坂 博 幸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 藤 原 道 夫 
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